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１ 神奈川県政功労者に関する条例（昭和26年神奈川県条例第11号）新旧対照表 

改 正 現 行 

第３条 県政功労者に対しては、      県

政に関する刊行物を配付し、又は県の公式の式

典に参列を求める等､引き続き県政に協力を求め

ることができる。 

第３条 県政功労者に対しては、県公報その他県

政に関する刊行物を配付し、又は県の公式の式

典に参列を求める等､引き続き県政に協力を求め

ることができる。 

２ （略） ２ （略） 
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２ 神奈川県県税条例（昭和45年神奈川県条例第26号）新旧対照表 

改    正  現    行 

第１条～第３条 （略） 第１条～第３条 （略） 

（知事の権限の委任） （知事の権限の委任） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 知事は、法第739条の５第１項又は第２項

（これらの規定を同条第８項において準用す

る場合を含む。）の規定により市町村長の同

意を得た場合においては、当該同意に基づく

個人の県民税、個人の市町村民税及び森林環

境税に関する事務に関しては、当該市町村の

区域を所管する県税事務所の長に委任するこ

とができる。 

３ 知事は、法第48条第１項   又は第２項

（これらの規定を同条第８項において準用す

る場合を含む。）の規定により市町村長の同

意を得た場合においては、当該同意に基づく

個人の県民税及び市町村民税        

  に関する事務に関しては、当該市町村の

区域を所管する県税事務所の長に委任するこ

とができる。 

第５条～第81条 （略） 第５条～第81条 （略） 
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３  川崎県税事務所（仮称）整備事業の概要 

(１) 委託業務名称 川崎県税事務所（仮称）整備事業

(２) 委託業務場所 川崎市川崎区富士見一丁目１番２

(３) 委託業務範囲 施設整備業務（設計業務、建設・工事監理業務）

(４) 主な建物 鉄骨造 地上３階建 延床面積 約2,000 ㎡

(５) 議会案件

業務名称 委託契約者 委託契約金額 

定
県
第
76
号

川崎県税事務所（仮称） 

整備事業委託契約 

大和リース株式会社横浜支社 

支社長 角一 吉昭 

株式会社多摩設計 

代表取締役 岩田 崇 

1,028,500,000 円 

（うち取引に係る消費税及び地

方消費税の額 93,500,000 円） 

(注)入札の際、委託契約者は「大和リースグループ」として参加。 
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入 札 執 行 状 況 調 書 

 

事業名称  川崎県税事務所（仮称）整備事業 

 

１ 開札年月日   令和５年６月１日 

２ 落 札 額   1,028,500,000円 

   うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 93,500,000 円 

３ 入 札 回 数   １回 

４ 入札参加者及び入札高 

（単位 円） 

予 定 価 格 落 札 額 

958,000,000 935,000,000 

 

（単位 円） 

入 札 参 加 者 業  者  名 所 在 地 
入札結果 

総合評価点 摘要 
第１回入札高 

興建・上原設計グループ 

株式会社興建 

 

有限会社上原建築

設計事務所 

川崎市中原区今井
仲町２－２ 
 

川崎市川崎区榎町

１－１－201 

958,000,000 － 失格 

大和リースグループ 

大和リース株式会

社横浜支社 

 

株式会社多摩設計 

横浜市西区みなと

みらい３－６－１ 

 

川崎市川崎区貝塚

１－３－17 

935,000,000 79点 落札 

(注) 上記金額に100分の10に相当する金額を加算した金額が地方自治法上の申込みに係る金額である。 

(注) 本件は、価格及び価格以外の要素を総合的に評価して落札者を決定する総合評価方式による条

件付き一般競争入札で受注者を決定したものである。（上記の表における総合評価点＝価格点＋

技術点） 
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